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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、オーラル・ヒストリーの方法と、新たに公開された資料の分析を組み合わせること
によって、戦後日本の政治の主たる争点である民営化を、戦後政治史として分析することにあ
る。そこでは、電力再編問題、国鉄・電電公社の民営化、航空業界等の規制緩和、道路公団民
営化を対象に、史料の発掘とオーラル・ヒストリーによる記録の作成に努めた。結果として、
民営化と債務危機について長期的な問題対処の政策構造があることが明らかになった。また、
一部のオーラル・ヒストリー記録については公表することができた。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
This project aims at analyzing privatization policy in the postwar Japanese political 
history based on the oral history approach. The new historical documents, including oral 
history records, have been newly introduced especially in such policy fields as 
privatization of the Japanese National Railways and the Japanese Highway Public 
Corporation. We construct a policy structure model, which has deal repetitively with 
deregulation and the long-term debt. 
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１９８０年代のイギリス、アメリカ、日本
などで政治の中心的争点として表れた民営
化をめぐる政治過程は、国営化のアンチテー
ゼとしてみると、福祉国家の質を決定する争
点であり、諸外国においても、２０世紀の政
治全般を特徴づける、いわば歴史的争点であ
った。また政治イデオロギーとしても、社会
民主主義と新自由主義の相克として注目さ
れ、分析されてきた。とりわけ日本では、戦
前の鉄道の国有化、１９３０年代から戦後に
かけての電力の再編問題、１９８０年代の国
鉄・電電公社の民営化、１９９０年代の規制
緩和、２０００年代の道路公団・郵政民営化
といった争点が、そのときどきの政治の質を
規定する最重要な争点の一つであった。 
 研究代表者の牧原は、『内閣政治と『大蔵
省支配』』（２００３年、中央公論新社）から
『行政改革と調整のシステム』（２００９年、
東京大学出版会）の研究に至るまで、内閣制
度・政党政治へのオーラル・ヒストリー・プ
ロジェクトに参画しつつ、資料収集を継続し
ながら、戦後日本の政治史研究に取り組んで
きたが、本研究では、これら民営化の争点を
通底するイデオロギーと政策にかかわる制
度とを確定しながら、とりわけ戦後の日本の
政治史を国際比較を交えつつ再構成するこ
とを目的とする。 
 その理由は、第１に、先行研究の特徴が、
個別争点に対する少数の研究発表にとどま
っていることがあげられる。各争点について
資料収集が困難であるため、膨大なインタビ
ューによる時間をかけた分析が必須であり、
御厨貴、大嶽秀夫、草野厚、飯尾潤、秋吉貴
雄など、良質なモノグラフが各分野にごく少
数発表されたにとどまり、歴史的な視座から
総体として争点を見渡した上で、新たに資料
を発掘・整理する研究が存在しないのである。
現在これを遂行するには、上記の研究を手が
けた研究者集団を組織化して、争点を掘り下
げることが不可欠である。 
さらに、第２に、こうした状況を支えるも

のとして、国鉄再建監理委員会の議事録と席
上配付資料がようやく２００９年３月に公
開されることとなった。資料内容はタイプ印
刷前の手書きメモであるため、一次資料とし
ての価値はきわめて高い。これは、特に草
野・飯尾による先行研究が、非公開の壁に阻
まれて分析しえなかったものであるため、現
在国鉄民営化について、改めて再検討する際
に極めて有意義である。また、これを利用し
つつ、情報公開制度を利用して、積極的に公
文書の開示を請求することにより、研究に必
要な資料を得て、研究を進めることが可能と
なる。 
第３に、国鉄・道路公団・郵政の民営化と

いった近年の争点については、インタビュー
をより組織化したオーラル・ヒストリー・プ

ロジェクトによって、研究者集団が入念に準
備した上で意思決定の担当者に連続インタ
ビューを行い、クロス・チェックを経た上で
その記録を公開するという手法が研究上有
益であり、広く学界内外に裨益するところも
大である。この方法は、より広く見渡せば戦
後政治史全般についてあてはまる。そして、
本研究に参画するメンバー全員が数々のオ
ーラル・ヒストリー・プロジェクトに参画し
ており、この方法を知悉している。よって、
本研究では、上記の争点に関わった代表的な
政治家・官僚へのオーラル・ヒストトリー・
プロジェクトを新しく立ち上げ、進めていく
ことで確実な成果が期待できる。そして、２
００９年の政権交代により戦後が歴史的過
去になりつつあるため、オーラル・ヒストリ
ーに応ずる公人は、従来よりも遙かに増える
であろうことが予想されるため、プロジェク
トはかなり広範に進むことは疑いがない。 
第４に、牧原・砂原による１９９０年代の

政党政治オーラル・ヒストリー、御厨・牧原・
飯尾・砂原による戦後の内閣制度に関するオ
ーラル・ヒストリー、飯尾・牧原・秋吉によ
る１９８０年代以降の行政改革オーラル・ヒ
ストリー、御厨・伊藤による、組合側からの
国鉄民営化の推進者の一人であった葛西敬
之氏へのオーラル・ヒストリーの各プロジェ
クトがすでに終了しており、貴重な談話記録
が存在する。このような記録を、上記の公開
文書の分析、新しく取り組むオーラル・ヒス
トリー記録との間で、クロス・チェックを行
うことで、戦後日本の産業国有化と民営化の
相克を軸に、戦後政治を歴史学的に分析する
ことが可能になる。これはさらに１９９０年
代以降の政治改革・行政改革の基層を明らか
にすることでもあり、２００９年の政権交代
以後の政治分析の端緒ともなるのである 

 
 
 

２．研究の目的 
本研究の目的は以下の通りである。 
 

(1) 研究会を組織し、国鉄再建監理委員
会の議事録の分析と、これにあわせて、戦後
の民営化に関わる公文書の情報公開請求を
推進し、記録の整理と分析を進める。 
 
(2) 国鉄民営化・道路公団・郵政民営化
などに対するオーラル・ヒストリー・プロジ
ェクトを推進する。すでに旧国鉄と道路公団
民営化については、関係者への内諾を得てお
り、２０１０年度に入ればすぐにプロジェク
トを進めることが可能になる。結果は、可能
な限り報告書の形で公開する。 
 
(3) 上記(1)(2)の作業が進んだ段階で、



 

 

従来行ってきた戦後政治に関するオーラ
ル・ヒストリー記録の再検討と、上記(1)(2)
で新たに得た分析結果とのクロス・チェック
を行う。 
 
(4) 諸外国とりわけ国有化が進んだヨ
ーロッパ諸国、規制緩和が進んだアメリカの
政治を参照しつつ、戦後日本の政治史的分析
を行う。 
 
(5) 以上の成果を、とりわけ１９９０年
代の政治改革・行政改革、２０００年代の小
泉内閣の政治と２００９年の政権交代とい
った政治変化と関連づけ、現代の政治状況の
基盤となる政治構造について、将来に検証が
可能になるような仮説を設定する。 
という諸点について分析を進める。 
 
 
 
３．研究の方法 

 
本研究は以下の成果と特徴をもつ。第１に、

従来研究者が用いたことのない新資料をも
とに、民営化に関わる戦後の重要な政治的争
点に対する歴史的研究を行うことで、戦後政
治史の新しい像を提示する。第２に、オーラ
ル・ヒストリー・プロジェクトを推進するこ
とで、従来明らかにされていなかった事実を
つきとめ、これを公開することで広く学界に
貢献する。第３に、上記の諸成果に加えて、
これまで研究代表者・研究分担者の行ってき
たオーラル・ヒストリーとクロス・チェック
を行い、より良質なオーラル・ヒストリー記
録の方法論を確立する。第４に、とりわけ１
９９０年代以降の日本政治における政治改
革・行政改革、小泉内閣の構造改革、さらに
は２００９年の政権交代以降進みつつある
政治変化の歴史的基層を明らかにする。 
 
 
 
４．研究成果 

 
第１に、日本道路公団民営化改革の関係者

へのオーラル・ヒストリーとして『片桐幸雄
オーラルヒストリー』を報告書形式で公開し
た。そこでは、日本道路公団の１９７０年代
以降の業務状況の中から改革構想が登場し、
小泉純一郎内閣時代の民営化改革への導線
となる過程が、かなりの程度明らかになった。 
第２に、他の日本道路公団改革の関係者に

聞き取りを行い、片桐氏のオーラル・ヒスト
リーとの比較対照のための基礎資料を作成
した。これはいまだ公開には至っていないが、
今後さらなる研究を進めた上で公開可能な
部分から公開を進める。 

第３に、運輸省事務次官経験者へのオーラ
ル・ヒストリーを終了した。これにより、国
鉄民営化から航空規制緩和までの運輸省の
政策形成についての基礎資料を作成すると
ともに、運輸省・国土交通省における意思決
定過程と省庁再編によるその変容について、
新しく情報を収集することができた。従来の
研究では中央省庁の中で運輸省は研究が及
んでいない領域であったため、今後の研究の
基盤整備を行うことができた。 
第４に、国鉄再建監理委員会議事録の講読

を研究会形式で行い、当該政策領域の実証研
究を行うとともに、前述の運輸省関係者への
オーラル・ヒストリーの準備作業を行った。 
第５にオーラル・ヒストリー方法論につい

ては、この議事録の講読から課題を抽出した。
国鉄再建監理委員会議事録は事務局作成の
メモの形態をとっているが、そこから浮かび
上がる過程は、必ずしも同時代の新聞報道と
同一の議論とはいいえず、さらには非公式会
合での政策決定の方向付けに着目した政治
学からの事例研究とも異なるものに見える。
議事録による政策決定の印象が、メディアの
相場観としての意思決定の態様とは異なる
ことは、審議会議事録が原則公開され、これ
に頼りがちな現在の政策決定への分析にも
有用であることが明らかとなった。 
第６に、道路公団改革に関する諸々の回顧

録など既存資料とこれらオーラル・ヒストリ
ー・プロジェクトの成果とについてクロスチ
ェックを行い、その上で１９８０年代以降の
政治構造を構築する作業に入った。これにつ
いては研究会を随時開催し、多角的に検討し
た。そこでは、１９８０年代以降、政治的事
件の連鎖として浮かび上がる民営化・規制緩
和は、構想の担い手の連鎖という意味で「ア
イディアの政治」の構造が根底にあることが
確認され、少なくとも運輸分野については、
特定の官僚グループが省を主導しつつ、外部
の有識者と連携して規制緩和を進めた。戦後
の海運・国鉄・航空という重点分野の変動に
もかかわらず、運輸行政においてはこの構造
が継続して現在に至っている。これが他省庁
の規制緩和とどう連動したのか、また官邸に
おける規制緩和の推進機関との関係はいか
なるものであったかなど、今後の研究課題が
確認されたこともまた研究の成果である。 
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